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会計へにおける予測可能性の規準
—カレント・コストの情報内容明確化の可能性ー一—
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むすぴ
はま し が き
外部会計報告の規範的機能 (normativefunction)を強調する最近の立場か
らすれば，会計資料ほ将来の予測をおこなう意思決定者に有用なものでなけ
ればならない。会計情報が目的適合性をもっためにはその一つの性質として
予測能力 (predictiveability)—予測可能性 (predictability) または予測力 (predic­
tive power) ともいわれる一を備えていなければならない。しかしながら，
この概念が会計規準として，あるいは時価の採択の一根拠として積極的に提
唱されているにもかかわらず，そうした議論が体系だって展開されているわ
けでもその前提や論点が十分に明確にされているわけでもない。そこに意味
されている内容は必ずしも明瞭ではなもなおも検討を要する多くの問題点
が含まれている。
予測能力のアプローチについてほいくつかの角度から考察をすすめること
ができる。しかし本稿でほ，資産評価と利益測定の課題に関係する範囲内で
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しかもそれらの理論構成に活用するという観点からこれを取り上げ，まずそ
の特質と前提を明らかにしたい。何をどのように測定するかといった測定の
本質面の問題をいちおうおいて測定の機能面だけから接近し，会計数値が意
思決定に役立つ筋道を明示化する。そうすることが特定の会計測度，とくに
カレント・コストの情報内容を明確にしていくうえでも，またその相対的予
測能力を評価するうえでも極めて重要であると思うからである。また文献に
おける議論の要点を紹介・整理して，意見の対立点を明確にすることも本稿
の大きな目的の一つである。
I 会計規準としての予測可能性
よく会計資料は投資家の合理的な意思決定をたすけるものであるとばく然
と説明されるが，カレント・コストの予測能力をめぐる議論を検討するには
まず意思決定とのかかわりにおける会計職能 (accountingfunction)の解明か
ら出発しなければならない。一般に意思決定は利用可能な代替的コースの選
択の過程であるといわれる。投資家は，（1）現在利用できる代替的行動のコー
スを識別し，（2）それぞれのコースを選んだならば生ずるであろう特定の結果
を予測し，（3）それらの結果を評価し，そして(4)最も好ましい結果をもたらす
ようなコースを選択する。会計報告が意思決定に有用な用具であるという場
合，それを直接あるいは間接にこのようないくつかの局面にかかわらしめて
いるとみることができる。
ところが予測能力のアプローチは会計報告を予測に必要な知識を提供する
（少なくとも主要な）情報チャンネルと規定し， しかもそれへの直接的な役立ち
(1) 
を強調する。それは，予測以外の局面にかかわるものでもなければ，過去の
決定の事後的評価を通じて間接に未来の意思決定に役立とうとするものでも
(2) 
ない。意思決定者の予測過程をたすける装置が会計と考えられる。われわれ
(1) 会計が意思決定に役立つものであるとしても，必然的に予測の局面にかかわる
とは限らない。たとえばチェンバースのように(1)の過程との関連において会計識能
を定義する場合もありうる (R.J. Chambers, Accounting, Evaluation and Economic 
Behavior, Prentice-Hall, 1966.) し，また(3)の過程に結びつける可能性（たとえば経
済学的利益）も存在するであろう。
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ほ，そこで，この議論の前提として次のような命題を，その検証をぬきにし
て，ひとまず認めなければならない。
命題 1: 会計の職能は意思決定者に予測に必要な知識を提供して，合理
的な意思決定を促進することである。
さて，それでは，このような規範的アプローチから接近する場合，なぜ会
計の測定に予測可能性の規準が必要とされるのであろうか。そしてこの規準
を採用すればどのような効果が期待されるのであろうか。
一般に，会計では一つの事象を測定するのに複数の手続きを適用できるた
めに，それらの代替法の中から一個の測定方法を合理的に選択する問題を避
けられない。 「全部でないまでもほとんどの会計の論争はある測定の代替法
(3) 
と他の測定の代替法との相対的メリットをめぐる争いとみることができる」
とさえいわれている。もちろん，会計の包括的規準を有用性 (usefulness) に
求め，代替的な測定手続きを利用目的に対する役立ちの見地から選択する，
というのが一般的な見解であるが，他方，有用性の概念は実際には具体性を
欠いていると指摘されている。たとえば， 1)ースを資本化する手続きも資本
化しない手続きも共に「有用」と主張できるからである。これを解決するた
め有用性の概念を具体化し，それを支える会計諸規準一ーたとえばアソバッ
(2) 資源の配分，価格政策，配当政策などの経営者の諸決定に役立つ場合にも別の
意味あいにおいて意思決定に有用と主張されることが多い。また今日の一つの有力
な見解は，経営者の過去の意思決定を事後的に評価することが会計の主要目的であ
り，このことが意思決定の過程そのものを改善し，したがって未来の意思決定をヨ
リ良いものにする，という考え方であろう （cf. E. 0. Edwards and P. W. Bell, 
The Theo~v and Measurement of Business Income, University of California Press, 
1961, pp. 3-6, 271)。しかしながら，このようにフィードバックを通じて間接に意
思決定に役立つという主張はここではさして重要ではない。それゆえ，このフィー
ドバック目的に予測可能性の問題が関係していないという批判 (M.N. Greenball, 
"The Predictive-Ability Criterion; Its Relevance in Evaluating Accounting Data," 
ABACUS, June 1971, p. 3)は，予測能力のアプローチの全体の批判としてならと
もかく，それだけをとりあげているとすれば妥当とは思えない。
(3) W. H. Beaver, J. W. Kennelly and W. M. Voss, "Predictive Ability, as a 
Criterion for the Evaluation of Accounting Data," The Accounting Review, (Oct. 
1968), p. 678. 
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トでは目的適合性，検証可能性，不偏性および数量化可能性――—の重要性が強調さ
(4) 
れてきている。ビーバー・ケネリー・ボスによれば，予測可能性の規準もま
ったく同じ理由から必要とされるのである。すなわち，予測可能性の規準は
有用性の規準をオペレーショナルにするための目的的規準 (purposivecrite-
rion)であって，この適用が代替的な会計資料の評価を可能にするという。
「この規準によると意思決定者に関心ある事象を予測しうるその能力を通じ
て代替的な会計の測定が評価される。所与の事象について最大の予測力を有
(5) 
する測度がその特定目的に対する『最良の』方法であると考えられる」と。
このようにして，会計は予測しようとする意思決定者に対する情報の提供
を目的とし，予測可能性の規準はこの目的に有用な測定を代替的手続きの中
から具体的に選定しようとする。このアプローチは会計目的を強調する点に
おいてたしかに伝統的な立湯にも類似しているが，その性質の特異性からし
てもまたとかく誤解の生じがちな点からしても，次の二点に注意を換起して
おかなければならない。
まず第一に意思決定に対する直接的な役立ちを強調する点において，ある
いは会計測定の機能的側面のみを取り上げる点において，ただ一個の「理想
的な」会計測定値を求めようとする立場と区別される。たとえばしばしば概
念的に正しいと主張される経済学的利益 (economicincome)の湯合，将来の
意思決定は最善におこなわれることおよび行動の結果としての将来的キャシ
ュ・フロー（額と時点）は既知であることが前提されて，その上で理想的な利
益概念が定義され，次いで不確実な現実の条件下でその理想尺度に近似させ
る問題が問われる。これに対し予測能力のアプローチでは，かかる将来の結
(4) American Accounting Association,. Committee to Prepare A Statement of 
Basic Accounting Theory, A Statement of Basic Accounting Theory (American Account-
ing Association, 1966), p. 8. 飯野利夫訳『基礎的会計理論』（国元書房） 10頁。
なお，有用性の概念を頂点とする会計基準のヒエラルヒーについては次の所説を
参照せよ。 H. J. Snavely, "Accounting Information Criteria,:• The Accounting 
珈 iew(April 1967), pp. 223-232. 
(5) W. H. Beaver, J. W. Kennelly and W. M. Voss, op. cit., p. 675. 
なお，この点については次の文献も参照されたい。吉田寛稿，「会計情報基準とし
ての予報性」，雑誌会計96巻3号（昭和44.9)。
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果の予測，最善の意思決定の確保は会計資料の最終目標であって前提ではな
(6) 
い。不確実性を縮少すること自体が会計報告の役割であり，前者の立場を採
用すれば会計の存在の意義そのものが否定されるというのである。 「会計担
当者はその上に思考の体系を構築する一個の『真実な価値』ないし『永久不
変の概念』をもはや捜しほしないかもしれない。……それゆえ，強調点はた
だ一つの理想に収倣させる試みによりも，むしろ意思決定の舞台におかれる
(7) 
であろう。」
そして第二に，予測可能性の規準の採用は会計担当者による将来の予測を
意味するものでも，将来の見積数値を勘定に導入することでもない。予算等
の予測情報 (predictedinformation)はこの議論に直接関係していない。測定
は過去または現在の経験に関し，予測は普通の場合将来に関する。過去事象
を測定し伝達するのは会計担当者の役割であるが，その資料にもとづいて将
(8) 
来を予測するのは意思決定者ないし情報利用者である。しかし，だからとい
って，会計が過去の測定にかかわるというだけの理由から，この規準そのも
(9) 
のを否定してしまうのも誤りである。形式的には過去の測定の結果が利用さ
れるとしても，何がどのように測定されるかは将来の利用の仕方に影響され
(6) 経済学的利益のアプローチが将来を志向しているので当然に意思決定に役立つ
といった誤解がしばしばみうけられる。しかし，それは「概念的に正しい」価値や
利益を追求しようとするものであるから，たとえばカレント・コストがこの理想尺
度に近似するとしても，そのことゆえに有用であるとはただちに主張できない。そ
れは別個に論証を要する問題である。このアプローチと予測能力のアプローチとは，
一方の前提が他方の結論になるような関係がある以上，相互に独立しているものと
解して，両者を明瞭に区別しなければならないであろう (Cf.J. G. Louderback 
III, "Projectability as a Criterion for Income Determination Methods," The ・ 
Accounting Review. (April 1971), p. 302)。 またそうであれば，前提の異なる二つ
のアプローチをカレント・コストの擁護のために同時に適用すること一―—その典型
はアソバットに求められる一ーが方法的に妥当であるかも今後検討を要する問題と
なるであろう。
(7) J. G. Louderback III, op. cit., p. 300. 
(8) G. H. Sorter, "An Event Approach to Basic Accounting Theory," The Ace— 
ounting Review (Jan. 1969), p. 13. 吉田寛稿，上掲． 334-336頁参照。
(9) M. N. Greenball., op. cit., p. 6. 
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るからである。予測能力のアプローチは本来アウト・プットを志向しており，
利用者の見地から会計資料を選択してその質を規定しようとする。それだか
らこそ，意思決定者側の予測関係においてどのように会計資料が利用されて
いるかが代替的な測定手続きの選択において重要になるのである。ヴックー
ほ次のように指摘している。 「観察，分析および計画ほ意思決定を眺うべき
である。このことは意思決定をおこなうことではなく，意思決定を可能にし
促進するような過去と現在についての見地を意味している。この微妙な区分
線をいかに定めうるかは意思決定が何であり， tこれがそれをなし，そしてこ
のような目的にどの資料が適合するかに依存している。このような問題はな
(10) 
おも未解決のままである。」と。
このようにして，予測能力のアプローチiまただ一個の理想を追求する経済
学的利益や価値増加基準とは異なる考え方から接近-し，そして測定と予測そ
のものとの間に明瞭な一線を画そうとする。だが意思決定を志向し，予測に
役立つ資料を提供しようとするこの会計職能を承認し，したがって予測可能
性の規準の必要性を認めるからには，われわれはなによりもまず情報要求の
特定化から接近して，会計資料と意思決定の関連性へと議論をすすめていか
なければならないであろう。
I 意思決定モデルと予測の対象
さて，代替的測定手続きの選択が特定の問題情況における潜在的情報利用
者の情報要求に依存するとすれば，まず意思決定モデル (decisionmodels)の
明確化が重要となってくる。意思決定が，一個でiまなく，多数の変数を含む
関数のようなものであると考えた場合，どのような変数が含まれており，そ
のうちどれが重要かがわからなければ，それを満足させる会計資料を選定す
ることもできないであろう。
一般に予測 (prediction,forecast)とは過去の経験に関する知識にもとづい
て未知の将来の（または他空間の）事象を推論することをいい，予測の手がか
(10) W. J. Vatter, "Postulates. and Principles," Journal of Accounting Research, 1, 2 
(Autumn 1963), p. 197. 
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りとなる過去および現在事象（の測定値）を予測因子 (predictor)，これによっ
て推論される未経験な将来事象（の見積数値）を被予測因子 (predictant)また
は予測の対象 (objectof prediction) とよんでいる。しかるに，ある会計資料
を通じて予測すべき被予測因子または予測の対象がいったい何であるかほ，
いかなる事象が意思決定モデルのパラメーターを構成しているかに依存する
ことになる。かくして，予測能力のアプローチを具体的に展開する際の最初
の問題は予測の対象の選択とこれに関連する範囲内での意思決定モデルの明
確化の問題である。
しかしながら，情報利用者により，問題情況により，あるいは時と場所に
よりその変数が異なりがちであるという問題よりも前に，現在，意思決定モ
デルについてのわれわれの知識自体が不足しているという問題に直面する。
何が意思決定モデルの重要な変数であるかがある程度わからなければ予測の
対象が何であるかもわからない。 「将来の人為的な数値（被予測因子としての
将来利益など一一引用者注）の知識が有用であることを示す何等かの強い証拠が
(11) 
なければ将来利益の水準の予測をのぞむ理由も不明瞭である」はずなのであ
る。事実，文献ではさまざまな将来事象の予測に言及されており，この意見
の不一致が混乱の原因になっているとさえ思われる。とすれば，われわれは
これをどのように考えればよいのであろうか。
レヴジンによれば，予測さるべき将来事象は真の予測の対象 (realobject 
of prediction) とその代用値 (surrogateor proxy)とに区別される。その場合，
利用者に真の関心ある事象が前者であって，実際に予測されているいくつか
の将来事象はそれと何等かの対応関係をもっているがゆえに目的適合性をも
(12) 
っと考えられる。たとえば，利益予測ほ，それ自体のゆえにではなく，将来
利益と真の予測対象を構成する他の事象との間の対応関係のゆえに重要なの
であり，根本においてほ，所有主に分配可能な資源の量ー―—レヴジンは分配可
能オペレーテング・フロー (distributableoperating flow) という一—ーが重要であ
(11) Lawrence Revsine; "Predictive Ability, Market Prices, and・ Operating Flows," 
The Accounting Revieゅ (July1971), p. 481. 
(12) Ibid., pp. 483-485. 
26 (26) 
(13) 
ると主張される。
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たしかに，意思決定者を持分投資家に限定し，さらにかれらがその持分の
価値を割引価値計算にもとづいて計算するとするかぎり，将来に株主に帰属
する現金や資源の流列がはなtまだしく重要であるといえるであろう。そして
さらに， これに対して他の数値ー一たとえば企業のネット・キャシュ・フロー，
営業による資金フロー， 通常の営業による利益， 操業利益， 実現利益など＿が明
示的に対応関係をもっているとすれば，後者を予測することも持分投資家に
は同じ程度に重要であろう。一般に予測能力を論ずるにあたりキャシュ・フ
ローや純利益が予測の対象と了解されているようであるが，それは，キャツ
ュ・フローや純利益が持分（証券）の価値に関係づけられ，したがってそれら
が利害関係者の関心事となるという明らかな前提にたっているからであると
(14) 
指摘されている。しかしながら，たとえこのことがある程度まで経験的に承
(15) 
認されうるとしても，意思決定モデルもそのような対応関係も現在では十分
には明らかでなく，したがってある事象が真の予測の対象であり他の事象が
その代用値であると論証することは困難である。われわれは，それらの予測
をなすことは会計報告書の利用者にとって有用であり，有意義なことである
とみなさなければならない。
命題2: 企業の分配可能な資源のフローが持分投資家の最も重要な関心
事であり，したがってこれが真の予測の対象を構成する。
命題3: 将来の現金，資金および利益の水準などについての予測ほ，そ
れらがどのように定義されたものであってもそれぞれが真の予測
の対象とある種の対応関係をもっており，したがって意思決定者
に対する目的適合性を有する。
(13) Ibid., pp. 482-483. 
(14) J. G. Louderback III, op. cit., p. 299. 
(15) ここに対応関係とはある定められたルールにより相互に変換可能な関係のある
ことをいう。一例をあげれば，キャシュ・フローは「一般に認められた会計原則」
によって期間利益に変換されうるし，それに配当政策上の諸考慮を加えれば現金配
当のフローが得られるであろう。また一般に操業利益の水準が配当の水準に深い関
連をもっていることも認められている。
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もちろん，後にも触れるように，この点についてはいくつかの重要な問題
がある。しかし，このようにすることによって，意思決定モデルの変数が何
であり，何を予測すればよいかをめぐるほてしのない議論の回避が可能とな
り，われわれは次の段階の問題にすすむことができる。そこで，文献で暗黙
のうちに採用されているさまざまな被予測因子をさしあたりこのような形で
整理して，明示化しておくことにしよう。
皿 二つの予測の方法・
ところで，意思決定に適する将来事象を予測可能にするような会計資料の
選択はかかる将来事象をどのように予測するかの問題にも影響される。同じ
将来事象が予測されていても，予測方法が異なれば，それに有用な会計資料
の種類も異なりがちである。かくして，予測能力をもつ会計測度を選択する
には被予測因子と予測因子との関連をも明確にしなければならない。
近年の予測理論の著しい発展に伴い，多数の，さまざまな予測の方法が利
用可能となってきた。しかしながら，一般に予測モデルの検証は不可能であ
り，したがって「最良の」予測モデルがどれであるかについて言明するのは
困難であるといわれている。予測とは観察された経験を手がかりに未経験な
将来の事象について叙述をすることであるから，最良の予測モデルというの
は正確に，あるいはヨリ少い誤差をもってこの叙述をおこないうるものであ
ろう。しかるにあるモデルが他のモデルよりすぐれていることを証明する証
拠はすべて過去にあり，他方でわれわれは将来において予測しなければなら
ない。もしあるモデルが「最良である」と主張するとすれば，このことほ，
それが他よりもすぐれて「いた」という証拠にもとづいてそれが将来にもす
ぐれている「であろう」と主張することを意味する。これは明らかに予測に
ついての予測であるから，この過程は無限に繰り返されなければならず，し
(16) 
たがって結論には達することができない。
しかしながら，実際にほ，過去に諸事象の中に観察された関係の知識，規則
(16) R. R. Sterling, Theory of the Measurement of Enterprise Income (The University 
Press of Kansas, 1970), p. 358. 
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性の知識などは未経験な将来にも妥当性を有するという類似仮定 (similality
assumption) が採用されている。過去と将来との間に劇的あるいほ構造的変
(17) 
化はないものと仮定されている。そうでなければ，予測のために過去の知識
を活用することもできなければ，過去の分析をすすめる意味もなくなるであ
ろう。そしてまた， tことえ予測モデルについての意見の対立は続くとしても，
あるいほ人によって利用する方法が異なるとしても，有用なものの範囲はお
のずと限定されている。特に会計報告に関連する議論では，この点が明瞭で
あるように思われる。われわれは予測能力の文献において暗黙のうちに採用
されている予測の方法を大別すれば，投影法 (projection) と論理的推定法
(logical inference)の二種に類別できると思うからである。
会計報告書の利用においてほ，過去の経験の分析から抽出された趨勢の知
識がよく将来の予測に利用される。すなわち，他の条件が等しいかぎり過去
に繰り返されたことは将来にも繰り返されると考えて，過去の統計的な傾向
が将来に延長されるのである。直線的またほ曲線的な内挿法 (interpolation)
や外挿法 (extrapolation)に代表されるこの投影法ほ，最も古くから最も一般
的に使用されており，予測能力といえばそれはそのまま投影法による予測の
(18) 
可能性を意味するとさえいわれる。この予測方法の最も古典的な具体例は当
期業績主義と包括主義との間の論争にみられる。そこでは期間利益を反復的
に発生する項目に限定するかそれともそれに偶然・異常の項目まで含めるか
が議論の中心であり，したがっていづれの概念が投影に有効であるかが重要
なかかわりをもっていたからである。またかって1930年代には損益計算書に
よる利益計算を優先させて企業の収益力を表示するとの考え方が強調された
ことがあるが，それとて，歴史的な純利益の決定を通じて過去の趨勢を示せ
ば将来利益の水準が予測でき，この予測に基づいて収益力ないし企業価値が
評価できるという暗黙の推論がなされていたと解されるから，基本的には投
影法に依存していたといえるであろう。
(17) 井尻雄士著『会計測定の基礎ーー数学的・経済学的・行動学的探究ー一』 （東
洋経済新報社，昭43),51-53頁参照。
(18) L. Revsine, op. cit., p. 488. 
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ただ．過去の利益を外挿する場合，あるいiま投影可能な過去の利益を選定
する場合の一つの問題は，利益の概念が多種多様なことである。この可能性
によって，どの定義に基づいた利益が論じられているかが時として不明瞭と
なるのみならず．ある種の利益に基いづて別の種類の利益を予測する場合も
ありうるので議論が混乱するおそれがある。そこである論者は，この点を厳
密に考えて，予測可能性と投影可能性 (projectability)とを区別し，後者の場
合にほある利益によって同様に定義・決定された将来利益を予測することに
(19) 
のみ言及すべきであるといっている。われわれもまた．外挿や投影による予
測を論ずる場合，問題の利益がどの定義によるものかをできるだけ明確にす
るとともに．同一定義による利益の投影可能性に限って問題をとりあげなけ
ればならないと考える。
また会計では，必ずしも厳密な因果律に基づくものではないにしても，ょ
く論理的推定法が利用される。先行事象にひき続いて常に他の事象が生起し
ているという，過去の観察に基づく事象間の継起性 (succession)の知識から，
われわれほ原因としての先行事象 Xを予測因子として将来事象Yの発生を推
論する。すなわちこの場合，「正確には予測とは独立変数（予測因子）の値に条
件づけられた従属変数（予測される事象）の確率分布に関する言明である。典
型的な場合，予測はYの結果が“の値に従属しているような X とYとの関連
(20) 
（つまりP(y/x)=f (x)）があることをいう」のである。たとえば，貸付けの
意思決定では財務流動性の知識が利用されるが，それは現在の流動性（また
はそれを示す運転資本量やある~が将来の元本と利子の支払能力を
(19) J. G. Louderback III, op. cit., p. 298.この点をかれは次のように説明してい
る。 「利益のこの性質（予測能力をもつ性質—引用者注）は，十分な許容度内で
同様に定義・決定された将来利益の予測に使用することのできる，当期または一連
の利益の能力とここでは定義される。文献で主張されている規準は当期または・-連
の利益が同一種類の利益（たとえば歴史的原価，現在取替原価など）の反復性の予
測に使用されうる能力に関するから，『予測可能性』ないし『予測能力』に優先して，
『投影可能性』という手みじかな用語が選ばれる。この規準は時として，他の事象
を予測するのに使用されうる利益の能力，あるいは利益が他の事象によって予測さ
れる可能性のそれと区別される」 (ibid.,p. 298)。
(20) W. H. Beaver, J. W. Kennelly and W. M. Voss, op. cit., p. 677. 
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このような意味において予測可能にすると経験的に信じられているからと思
われる。特に，約半世紀前に信用目的のため，売却時価に基づく貸借対照表
の作成が実践されていた事実ほ，かかる予測が会計に重要な関連をもってい
ることを示す一つの証拠でもあろう。また現在でも，債務支払能力の予測を
可能にする会計資料の提示ほ依然として重要であるとして，代替的会計手続
きと社債債務不履行や倒産の可能性との関係，ある財務比率と債務不履行の
(21) 
可能性との関係などについて実証的な研究がすすめられているから，この予
測方法は今日においても重要であるといわなければならない。そしてまた，
これに類する予測ほ，資産価格による将来のキャシュ・フローの予測におい
ても重要視されている。資産ほ，それがキャシュ・フロー・ボテンシャルと
よばれていることからも明らかなように，即物的にみれば将来収益の主要原
(22) 
因であり，その源泉である。しかも，市場の有効性を仮定するかぎり，その
稼得力の大きさ（とその変化）ほ現在の資産価格（とその増減）におおまかに反
映されるとみることができる。したがって，もしそうであれば， レヴジンの
示唆するように，現在の取替原価（とその増減）は将来の利益の水準（とその
増減）を予測する手がかりとして有用であろうし，前者は後者の「先導指
(23) 
標」 (leadindicator)であると主張することができるであろう。
これら二つの主要な予測方法は，相互に補完的に用いられるとしても，そ
(21) W. H. Beaver, J. W. Kennelly and W. M. Voss, op. cit., pp. 676-677.; 
W. H. Beaver,‘、AlternativeAccounting Measures as Predictors of Failure," The 
Accounting Review (Jan. 1968), pp. 113-122.; W. H. Beaver, "Financial Ratios as Pre-
dictors of Failure," in Empirical Research in Accounting: Selected Studies 1966 (Institute 
of Professional Accounting, Graduate School of Business, University of Chicago), 
pp. 71-102.; J. Horrigan, "The Determination of Long-Term Credit Standing 
with Financial Ratios," in Empirical Research in Accounting : Selected Studies 1966, 
pp.仕 62.
(22) この場合，手持資産価値を原因，将来収益を結果として因果的にみなければ，
前者による後者の予測はできないであろう。しかし，資産が所得を産出するのか，
それとも反対に所得が資産の価値をもたらすのかについてはなおも検討すべき点が
多い (cf.I. Fisher, The Nature of Capital and Income (Macmillan Co., 1906), pp. 
327-328.）。
(23) L. Revsine, op. cit., p. 488 (footnote). 
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れらの性質の違いに応じて区別されなければならない。投影法はただ一種類
の事象（主として特定の定義による利益）とただ一個の変数にのみ関係して，普
通，本質的な因果律の知識をそれほど必要としない。それは主として確率と
外挿の関数についての統計上の問題に関する。これに対して，論理的推定法
では理論的な方法において異なる事象を関係ずけるから，因果関係の知識が
重要であり，予測関数における独立変数は多いことも少いこともあり，また
(24) 
それゆえに複雑である。したがって，予測の正確性や信頼性をますには異な
るアプローチにしたがって検討をすすめなければならないのみならず，また
これらの方法の違いによって会計資料の予測能力の評価の結果も異なること
になる。
しかしながら，先述のように，これらの予測方法が「最良である」とも，
これらに限られるともわれわれはいうことはできない。この点を証明するこ
とは困難であるのみならず，われわれの主題の範囲を越えている。次のよう
に明示化するにとどめなければならない。
命題4： 類似仮定にたって，投影法か論理的推定法のいづれか，あるい
はそれらの両方によって将来事象を予測する。
IV カレント・コストの予測能力
予測能力のアプローチほ，以上に明示したような方法で会計報告を意思決
定に連鎖させようとする。そして代替的な会計測定の手続きの選択を，この
ようにして利用者の見地からおしすすめようとする。われわれは，現実的な
諸条件を考慮に入れる前に，あるいは具体的手続きの予測能力の評価の問題
をとりあげる前に，上の四つの命題に示されているその前提をまず明確にし
ておかなければならない。後にも述べるように，カレソト・コストの相対的
(24) 0. Johnson, "Toward an'Events'Theory of Accounting," The Accounting 
R.eview (Oct. 1970), pp. 646-648. 
なお，予測可能性 (predictability)と投影可能性 (projectability)とをそれらの予
測方法の違いによって区別する考え方には既に触れた（注19)が，ジョンソンは同
じ基準にもとづいて，予測 (prediction)と外挿 (extrapolation)とを区別して，両
方法の全体を forecastsとよんでいる。
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予測能力をめぐる論争の結論はこのような意思決定への関連づけの仕方にほ
なはだしく依存すると思うからである。
だが，それにしても会計の環境は決して理想的なものではない。実際にほ，
意思決定モデルの知識も限られているし，その予測モデルの有効性も知られ
てはいない。財務諸表の利用者は，その人によって異なる多数の要素を予測
しようとするかもしれないし，またその湯合には時間によって異なる自分自
身の予測モデルを採用するかもしれない。むしろこうした不確実な世界こそ
が会計情報を必要とせしめるのであり，その中で自己の責任において予測し，
(25) 
巧みに選択するのが投資家の特殊な技能の一つでもあろう。そしてさらに，
たとえ異なった用途に異なった財務諸表を提供すべきとしても，特に外部会
計報告の場合にほ，その範囲もおのずと狭められてくる。広範な潜在的利用
者の一般目的に適合する必要性があるばかりでなく，理解可能な報告書を最
少の費用で作成することを通じて少くとも現在の社会的機能を維持しなけれ
ばならないからである。かくして，ここに現実的なアプローチが登場する。
現実的基盤から出発する論者は，普通，会計報告書に弾力性や明細性を加
えることをもって満足する。たとえば，アソバットほ「用いられた意思決定
モデルがあまりよく知られていない領域では，会計担当者は融通のきく弾力
(26) 
的な情報を提供するように努めるべきである」と述べて，多元的測定による
一般目的の報告書の作成を勧めている。またビヤマン・ダビッドソンも，利
期間益を，（1）最もありそうな利益，（2）期待される利益，（3）異常項目の発生を
(27) ・ 
見込んだ利益に区別するなどして，利用者側の選択の余地を大きくし，そし
て「望むらくは，分析家が詳細な利益の資料を利用できるように計算の詳細
(28) 
についての十分な情報が与えられるべきである。」 と主張する。さらに融通
性に富んだ基礎資料の意義を強調するのほ‘J．ークーである。かれによれば，
(25) _M. N. Greenball, op. cit., p. 6. 
(26) American Accountingふsociation,Committee to Prepare A Statement of 
Basic Accounting Theory, op. cit., p. ・ 2.飯野訳，上掲， 34頁。
(27) Harold Bierman, Jr. and Sidney Davidson,‘、TheIncome Concept - Value 
Increment or Earnings Predictor," The Accounting &view (April 1969)., p. 244-:-245. 
(28) Ibid., p. 245. 
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個々の意思決定に対して直接に単一のインプット数値を与えることではなく，
多様な潜在的意思決定に対して同時的に有用な共通的基礎情報を提供するこ
とが会計の職能であるから，利用者が自己の目的に適する数値を選びだせる
ような形で財務諸表を作成しなければならない。すなわち意思決定から一歩
離れて会計職能を理解するとともに，具体的には，会計数値を適切な集計計
算の水準 (levelof aggregation) にとどめることによってできるだけロー・
(29) 
デークを示し，さもなければ生ずる情報の損失を防ごうとするのである。
このようにして，ある程度の経験の裏付けにもとづいて現実的提案がなさ
れている。また事実，カレント・コストが予測目的に最も役立つという主張
も，ほとんどかかる立場からなされていると思われる。それでほいったい，
そのようなカレント・コストと予測目的との関連はどのように主張されてい
るのであろうか。順序として，われわれはこのこともみておかなければなら
ないであろう。
まず，アソバットは「多くの人々は会計情報をある種の予測を助けるもの
(30) 
として利用する」という認識から，一方では歴史的原価が利益，支払能力ま
(31) 
たは経営効率の予測には不十分なことを指摘し，他方では「時価ほ予測が顕
(32) 
著な多くの用途に対して高度の適合性をもっている」と主張する。また過去
の利益も予測に重要であるので保有損益の分離などによってこれに役立つよ
(33) 
うに改善すべきであるともいっている。この考え方はその後， AAA1966-68
外部報告委員会によってさらに展開されたが，その報告書によれば，配当予
測を可能にする情報を投資家に提供しようとするかぎり，会計は物量表示や
多元的測定を通じて将来のキャシュ・フローの予測をたすける情報と，その
キャシュ・フローと配当の関係の知識を与える情報を提供しなければならな
(34) 
1,‘o 
(29) G. H. Sorter, op. cit., pp. 12ー19.
(30) American Accolmting Association, Committee to Prepare A statement of Basic 
Accounting Theory, op. cit., p. 23.飯野訳，上掲， 35頁。
(31) Ibid., p. 19. 同訳， 29頁。
(32) Ibid., p. 30. 同訳， 46頁。
(33) Ibid., pp. 23-24. 同訳， 36頁。
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そしてまた，「投資家に報告される前年度の利益の測定の主要目的は将来年
(35) 
度の利益を予測する基礎を与えることである」とする見地から，利益計算に
時価を導入しようとする見解も少くない。実現収益とカレント・コストの対
(36) 
応が予測に役立つ利益をもたらすとか，操業利益と保有損益の区分が将来利
(37) 
益の有効な予測を可能にするとしばしば主張されている。なかでも AAA63
年固定資産委員会の報告書は当期利益を，（1）通常の営業活動の成果，（2）突発
的損失と新資産の発見，および(3)保有損益の三要素に分割することを提案し，
さらに「このような構成要素は別々の原因から生じたものであるから別々の
行動のパクーンを示しがちである。したがってこのような項目の分離報告ほ
(38) 
損益計算書を利益予測のヨリー層有効な基礎たらしめる。」 とその理由を示
している。
しかしながら，すべての人がこのような見解に同意しているわけではない。
この予測能力のアプローチと予測目的自体についての疑問ほしばらくおくと
しても，カレント・コストと予測目的とのかかる関連性については納得でき
る証拠が明示されていないのである。予測に役立つ理由が明らかにされてい
ない。かくして，提案されている方法が伝統的な会計資料ヨリ以上に予測目
(34) American Accounting Association, Committee on External Reporting 1966-
1968,‘、AnEvaluation of External Reporting Practices:A Report of the 1966-68 
Committee on External Reporting," -The Accounting.Review, Supplement to Vol. 
XLIV, 1969, pp. 117ー123.
(35) R. T. Sprouse, "The Measurement of Financial Position and Income: Purpose 
and Procedure," inJaedicke, Ijiri and Nielsen (eds.), Research in Accounting Measure-
ment (American Accounting Association, 1966), p. 106. 
(36) W. J. Graham, "The Effect of Changing Price Levels upon the Determination, 
Reporting and Interpretation of Income," The Accounting Review (Jan. 1949), p. 
19.; E. O. Edwards and P. W. Bell, op. cit., p. 99. 
(37) American Acco皿tingAssociation, Concepts and Standards Research Study 
Committee, "The Realization Concept," T.加 AccountingReview (April 1965), pp. 
312-322. 
(38) American Accounting Association, Committee on Concepts and Standarcls — 
Long-Lived Assets, "Accounting for Land, Buildings and Equipment," The Ac-
counting Review (July 1964), p. 694. 
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(39) 
的に役立つとは思えないとか，「カレント・コストの方が予測目的にはヨリ良
(40) 
いだろうという保証ほない」という意見が生じてくる。
それではいったい，カレント・コストが予測目的に役立つという主張を承
認すべきなのであろうか否定すべきなのであろうか。あるいはこの問題を解
決するにほどのようにすればよいであろうか。こうしたことこそ，会計資料
の相対的予測能力の評価とその情報内容の明確化の問題にほかならない。
V 相対的予測能力の評価
さて，このようにしてわれわれは本稿の中心問題に到達する。その予測能
力を根拠にした時価導入説の論証またほ反証の方法を検討しなければならな
い。いったいどうすれば他の会計測度のそれよりもカレント・コストの予測
能力の方が大きいと主張できるのであろうか。だが，この問題を明らかにす
るにほ，上の現実的な議論から離れて，もう一度予測能力のアプローチの諸
前提にたちかえる必要がある。
もちろん，まず最初の課題は，これらの諸前提の枠内で予測目的に対する
その役立ちを検討することであろう。そしてそのためにはかかる先験的確信
を経験的証拠で裏付けることも重要である。この点は既に次のように指摘さ
れている。 「演繹的分析は主張されているような効用を証明または反証する
のには不十分である。予測に対する測定の意義の問題を解決するには経験的
(41) 
調査が必要とされる」と。そして事実，この方向に沿った研究もいくつか試
みられている。たとえばファソクは，多数の会社の数年間の実際値と予測値
を比較し，この予測誤差の統計的分析にもとづいて伝統的利益とカレント・
(39) S. A. Zeff, "Replacement Cost: Member of the Family, Welcome Guest, 
or Intruder?" The Accounting Review (Oct. 1962), p. 619.; R. L. Dickens and J. 
0. Blackburn, ・"Holding Gains on Fixed Assets: An Element of Business In~ 
come?" The Accounting Review (April 1964), pp. 324-325. 
(40) R. R. Sterling, "A Statement of Basic Accounting Theory: A Review 
Article, " Journal of Accounting Research, 5 (Spring 1967), p. 108. 
(41) D. F. Drake and N. Dopuch, "On the Case for Dichotomizing Income," 
Journal of Accounting Research, 3 (Autumn 1964), p.・ 201-202. 
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(42) 
コスト利益のいづれが予測目的にヨリ適合するかを検証しようとしている。
サイモンズ・グレイもさまざまな利益概念の予測能力をシュミレーションに
よって調査して，それぞれの利益額が直線的パクーンをたどる条件を明らか
・ (43) 
にしようとしている。そしてまた，現在資産価格と将来のキャシュ・フロー
の水準との間の対応関係についても，実際に検証してみる必要があるといわ
れている。というのほ，完全市場や特殊な条件の場合を除けばかかる対応関
係の存在には疑問があり，したがってこの点にも裏付けが要求されるからで
翡。
しかしながら，このような調査の結果がいづれであれ，この種の証明は先
述の諸前提が承認されるかぎりにおいて有効であるにすぎない。外挿できる
傾向を抽出するためには規則的なパクーンを示す利益概念の選択と行動態様
別の利益の分割が重要であろうし，直線的な外挿法を仮定した場合には，経
験的調査によってどの利益力もあるいほどの分割法が安定規準 (stabilitycri-
terion)を満しているかを示すことも重要であろう。しかし，われわれは毎期
の利益額が乎準であればあるほど，あるいは全体利益を平均的に期間配分す
ればするほど予測能力が大きく，したがって有用であるといえるであろうか。
それは安定規準そのものが有用な場合，いい換えれば予測の方法（直線的な外
(45) 
挿法）が有効な場合に限られる。もし安定規準が有用でなければ，特定の会
計手続きが平準な利益をもたらす証拠があるとしても，その手続きが予測目
的に有用であるとはいえない。それゆえに，経験的調査ほ予測モデルまで拡
大されなければならない。
(42) W. Fank, "A Study of the Predictive Significance of Two Income Mea-
sures," Journal of Accounting Research, 9 (Spring 1969), pp. 123-136.. 
(43) J. K. Simmons and J. Gray,‘、AnInvestigation of the Effect of Differing 
Accounting Frameworks on the Prediction of Net Income," The Accounting Review 
(Oct. 1969), pp. 757-776. 
(44) L. Revsine, "On-the Correspondence Between Replacement Cost Income and 
Economic Income," The Accounting Review (July 1970), pp. 513-523.; R. L. 
Dickens and J. 0. Blackburn, op. cit., pp. 315-317: 
(45) L. Revsine, "Predictive Ability… ,’'op. cit., p. 486-488. 
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問題はそれだけではない。予測モデルの有効性が承認されても，それによ
って予測可能になった将来事象に投資家の関心がなく，かれには別のことが
重要であれば，その会計資料が投資家に有用であるとはいえない。大多数の
情報利用者の真の予測の対象，およびその代用値が何であるかを調査し，そ
うした予測の意義をも明らかにしなければならない。たとえばカレソト・コ
ストが予測目的に役立つという主張の意味が，「将来の操業利益の水準が重
要で，それを直線的外挿法で予測するとした場合に，その手続きが平準な利
益をもたらすこと」であれば，これらすべての段階について根拠を明らかに
し，意思決定との間の連鎖を納得できる形で示すことが必要とされるであろ
う。
このようにみてくると，われわれは単に予測誤差などの調査だけでなく，
その前提の検討も急がなければならないことがわかる。そこに仮定されてい
る事柄に合意が得られなければ，カレント・コストの予測能力についての結
論は異なりがちである。先に明示化した命題を理由づける作業がまず必要な
のである。文献では会計手続きそのものよりも，むしろ予測モデル，予測の
対象，意思決定モデルの構造などについて意見が対立しているが，このよう
(46) 
にみれば，そのことが極めて当然であることがわかる。
たしかに，現実の条件を考慮すれば，かかる検討を終えて，情報利用者の
要請から一意的に会計資料を選定するのは決して容易なことではない。外部
会計ではその要請さえもある程度の妥協を通じて一般目的に集約しなければ
ならないであろう。また代替的会計手続きといっても，時価の導入の仕方の
差異をみても明白なように，それぞれの効果の差ほ微妙であって個々の予測
能力の順位を明らかにすることほ困難である。とすれば，いま一挙にすべて
を解決することはとうてい可能なことではない。当分の間，フィードバック
(46) 真にオペレーショナルな会計手続きの選択規準として予測可能性が有用である
ためには，このようにして，意思決定に役立つ筋道についての先の 4つの命題の論
証が必要とされるので，今後の研究課題も主としてこれらの点にしぼられてくる。
しかし．それは同時に，このアプローチを実行する際に避けることのできない困難
の所在を示すものでもある。 (cf.W. H. Beaver, G. W. Kennelly and W. M. 
Voss, op. cit., pp. 680-681．吉田寛稿，上掲， 19-20頁参照。）
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の繰返しによるある程度の合意や確信にもとづいて，会計報告の改善を提案
していく以外に方法がないであろう。それだから，この意味では，明細性や
弾力性をもたせようとする所説の意義も一概に否定することはできない。
だが，そうだとしても予測可能性の規準は代替的会計手続きの選択をオペ
レーショナルにおしすすめるためのものであった。利用者側の要請を直接に
測定システムに侵透させ，会計資料の質を規定しようとするものであった。
本来それほどの会計方法が「最良」かを明確に指示するほずのもので，単に
補足資料，利益の分割，集計計算の水準などについて根拠を与える補助的な
規準ではなく，またたとえそうだとしても，どの程度の幅をもたせるか，ど
のように明細化するか，そして何が共通の基礎情報であるかに対する解答を
与えなければならない。してみれば，このような論理の当然の帰結として，
意思決定に対する会計資料のかかわり方を，上の諸命題の論証を通じて， ョ
リ鮮明にしていく作業が重要となるであろう。
む す び
われわれは以上において，予測可能性の規準をめぐる最近の所説を中心に
して，やや精密に考察をすすめてきた。このアプローチは測定の機能面のみ
をあまりに強調しすぎるとしても，ともすれば不明瞭となりがちな意思決定
と会計数値の関連性を端的に問題とする点でわれわれの今後の研究に重要な
意味をもっていると思われる。カレソト・コストの有用性を明らかにしてい
くためには，こうした考え方にも依存しなければならないからである。
しかしながら，既に指摘した点のほかにも未解決の問題は多い。それらの
検討は別の機会に譲るほかしまないとしても，最後に，このアプローチそのも
のに対する根本的な疑問に少しふれておこう。
繰り返えすまでもなく，会計報告書が意思決定，特に予測目的に役立たな
ければならないというのがこの議論の出発であった。だが，果して，このよ
うな考え方は十分に正当化されうるものであろうか。会計資料は，かかる性
質を備えていさえすればよいのであろうか。意思決定への役立ちはこれとは
別の形においても考えうるであろうし，またたとえ，予測目的のみを考える
会計における予測可能性の規準（岡部） (39) 39 
としても，同じ役割を果す有用な手段が他にも存在しうるであろう。換言す
れば，この機能のみを強調する理由が明らかでなく，またそうすることが正
しいとしても，別の情報経路を通じても同じ目的が達成されうるかぎり，こ
れが会計の固有の職能であると主張することには疑問が残る。機能だけをみ
れば，同一機能を果たす他の情報媒体と会計との識別が困難になって，会計
の範囲が不明確とならざるをえないのである。問題はこのような機能的アプ
ローチについてだけではない。周知のように，かかる会計報告の役割の規範
的な規定そのものをいかに検証するかという問題にも直面する。したがって，
予測能力のアプローチほ会計の固有の職能の定義の問題を含んでいる点で，
最近の情報会計，意思決定会計にも共通する方法論的反省の契機をわれわれ
に与えずにはおかない。
